　　　　　　　　北朝鮮の現状と六カ国協議の行方　―　ＮＭＣ２月の月例会
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年２月　　１６時３０分～２０時３０分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師　　　　　ジャーナリスト　　　恵谷　治氏
1、 テーマ

米国による金融制裁、日本による経済制裁により北朝鮮は追詰められ、六カ国協議の合意をした。これからの行方が注目されるが、金正日は核放棄や拉致被害者の返還をするつもりはない。米国も合意内容は守られないと考えている。その解決は金正日政権の崩壊後であろう。講師はアフリカ研究からソ連研究を経て北朝鮮研究に進んだ方で、テレビ・雑誌でお馴染の方である。
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2． 北朝鮮の現状

（1） 忠誠心競争　－　社会秩序維持の仕組み

①、一般民衆

国民２２００万人の内、将軍様の部下の軍人・官僚２００万人以外の一般民衆２０００万人の生活は無視されている。配給制度は１９９５年に崩壊しているが、日用品の購入は配給手帳が必要で、これにより人民支配が行はれている。毎週水曜日に自己批判や他人批判をさせている。他人の悪口を言わないと「忠誠心がない」と追い詰められ、密告制度を普及させている。少しでも政府に批判的な発言があれば、その人物は強制収容所に入れられる。これは只で労働をさせるシステムでる。収容所は農村に設けられ、建物、食料を自分で作らされ、自活する。医者はいない。建国以来、３年に一回の割合でクーデター未遂事件があり、いずれも密告制度によりクーデターを防ぐことができた。

②、将軍様の部下

２００万人が将軍様に忠誠心の篤い部下である。その内の１０万人は特殊工作員で、将軍様の強力な支持者である。彼等は管理強化のため、密告者の発見等で将軍様への忠誠心競争をさせられている。功績のあった者には日本製品が将軍様から与えられる。日本製品は高級品として有難がられている。しかし、米国の金融制裁で将軍様のドルが使えなくなり、日本の経済制裁で日本製品の輸入ができなくなり、目下は大変困っている。

（２）、国内の不安
　国民は生活苦で不安や疑問を感じている。２００７月１月にピョンヤン市街地に突然戦車が登場した。反乱が発生しためその防止の為と推定されている。軍の内部に対立があり、高官が粛清されたとも言われている。このため金日正の所在は毎日変更され、通常その居所は確認できない。米軍は５０３０号作戦計画の秘密工作で将軍様の所在を常に確認していて、将軍様に圧迫感を与えている

（３）、先軍政治

1、 労働党

　人口の比率からみると党員は他国に比して最も多い国である。党員にならなければ出世ができない。党員になるのも難しい。憲法では党は国家より上である。外務省も党の命令で動く。しかし、近年、党が機能しなくなっていて、党の上に軍が乗っている。党大会は27年間開かれていない。政治局会議も５年前から開かれていない。軍が最優先という先軍政治になっている。

2、 人民軍

軍が権力を掌握しているが、人民軍１２０万人の装備はメンテナンスが充分なされてなく、戦争が出来る態勢ではない。１００万人の兵隊は通常は建設労務者の仕事をしている。食料も自給自足で農業もやっていて、軍事訓練は充分ではない。配給は充分になされず、トーモロコシが主食ともいう。
3、 　　韓国の併合
韓国に北の工作員５万人が活発に活動しているので、金正日は南の赤化に成功し、現状で北が南を統合できると考えている。北は南に進軍は出来る状態ではないが、南が転がりこんでくると考えている。

３、ミサイル事件

１９９３年ノドンミサイル、　１９９８年テポドン１号ミサイル、　２００６年テポドン２号ミサイル

　米国は２００５年９月に金融制裁を発動。マカオの銀行口座を凍結した。日本は船舶の入港を拒否している。日本における北朝鮮の科学資材の調達窓口である朝鮮人科学技術協会の家宅捜査で資材調達ルートが封鎖された。この結果、将軍様のプレゼントが与えられなくなって困っており、偽札印刷のインクやロッケット部品の調達に苦しむようになっている。この苦しみから脅しのために２００６年７月にテポドン２号ミサイルの発射になったと思われる。しかし、ミサイルのブースターの分離に失敗した。日本からの部品調達が不充分であったことによるものと思われる。将軍様の命令だからと無理に発射して失敗した。テポドンは米国本土を狙ったものであるが、この失敗で米国は脅威がなくなった。

４、核実験

ミサイル発射に前回失敗したため、内外の威信を回復し、アメリカに脅威を与えるために、急遽、核実験が２００６年１０月に行はれた。しかし、設計通りの大爆発が起こらず未熟爆発により失敗した。

ミサイル発射も核実験も、不満が鬱積し士気が低下している人民軍将兵を鼓舞し、忠誠心を回復して独裁体制を強化するのが最大の狙いだった。金正日は窮地に追い込まれている。

（1） ５、六カ国協議

（2） 合意文書（２００７年２月１３日）
核関連施設を６０日以内に停止・封印する見返りにまず重油５万トン相当のエネルギー支援をする。すべての核施設を無能力化すれば重油９５万トン相当の支援を供与する。支援は日本を除く４ヶ国が負担する。３０日以内に日朝国交正常化など５つの作業部会を開く。

（２）米朝合意（１９９４年１０月２１日）の反省

北朝鮮が稼動している原発を停止し、封印する代わりに、米国側が軽水炉原発を建設し、それが稼動するまで毎年５０万トンの重油を供給する約束をした。しかし、２００３年に封印は破られ、４００万トンの重油を騙しとられた結果になる。この経験から米国側も今回は慎重に交渉を進めた。

（３）各国の北朝鮮との関係

①　米国

金正日は核を放棄する気持ちはない。米国も合意内容が守られるとは考えていない。核問題の解決

はないと考えている。米国はイラク問題で手一杯なので、六カ国協議の形で中国を前面に立てて交渉をした。交渉担当者は能力なしとされるのを恐れて無理に合意した。前回は騙されたので、今回は慎重に、６０日以内５万トンと大幅に渋くした。前回の経緯からすれば到底承諾しえない少量でも合意せざるをえなかったのは、北朝鮮が国内の不安、経済封鎖に苦しんでいるためであろう。この意味で米国は有利な立場になっている。だが６０日後の円滑な進展は期待しにくい。北朝鮮は更に困惑しよう。米国は金正日政権打倒の裏工作も進めている。

2 日本

　日本はいつも米国に追随していると言われてきたが、今回は、安部首相が拉致被害者の帰国実現がなければ援助しないと明言した。この結果、支援に参加せず、拉致問題も２国間ではなく作業部会で行うことに成功した。安部首相の強い自信ある発言から横田めぐみさんの生存に確信があるようである。金正日に近い所にいるので帰国は金正日体制の実態が明らかになるので返せないと考えられている。拉致問題の解決は金正日体制の崩壊後であろう。

3 中国

金日成は朝鮮戦争を支援してくれた中国に毎年のように訪れ信頼関係を維持していた。しかし、金正

日は中国を嫌っている。中国も金正日を嫌っているが、父の金日成が決めた後継者なのでやむ無く付き合い、石油、食料を少々援助している。これは体制が崩壊すれば大量の難民が中国に流入するのを防ぐためである。核実験の事前連絡がロシアには２時間前なのに中国には２０分前と差を付けられたのに不満である。核実験は中国の反対を無視して行われたようであり、中国が影響力を与えられないので困惑している。胡錦涛は北朝鮮との関係を正常化したいと考えている。このため政権内の北朝鮮に甘い江沢民系の人材を入れ替えて自分の政策の実現を目指しつつある。近い将来、胡錦涛の強気の政策が実現するかもしれない。今回は米国との関係もあって合意の実現に努力した。

4 韓国

韓国の現政権は太陽政策の継続で、北の欲しいものは与えるという方針である。金剛山観光（資金窓

口韓国農協）と開城工業団地（資金窓口韓国ウリ銀行）を窓口として多くの資金を供与している。

米国は韓国の経済支援に困惑していて、上記金融機関を経済封鎖する可能性がある。現在のノ・ムヒョン政権の支持率は１０％に低下している。秋に大統領選挙が予定されているが、各政党に北朝鮮は工作員を送り込んでいるので、どの政党が勝っても北への支援体制は変わらないと言われている。
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７、ライターの感想

　長い間、異常な状態に置かれている北朝鮮の国民や拉致された人々が、円満に解放される日が早く訪れることを期待していたが、今回のお話のから、金正日体制が変わり、問題解決が近いと感じた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　文責　－　榎本行雄　）

